
 

本明川
ほんみょうがわ

ダム建設事業の検証に係る検討 概要資料① 

１． 流域の概要 

① 流域の概要 
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川
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を合わせて河口部の調整

池に注ぐ、幹川流路延長 28km、流域面積 249km2の一級河川である。 

② 河川整備方針・河川整備計画 

(1) 本明川水系河川整備基本方針（平成 12 年 12 月策定） 

基本高水は、昭和 32 年 7 月洪水、昭和 57 年 7 月洪水等の既往洪水について検討した結果、その

ピーク流量を基準地点裏山
う ら や ま

において 1,070m3/s とする。このうち、流域内の洪水調節施設により

260m3/s を調節し、河道への配分流量を 810m3/s とする。 

公園堰
こ う え ん ぜ き

（直下流）地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量については、動植物の

保護等を考慮し、おおむね 0.25m3/s とする。 

(2) 本明川水系河川整備計画（平成 17 年 3 月策定） 

本明川においては、昭和 32 年 7 月洪水（諫早大水害）規模相当の流量を安全に流下させることを

整備の目標とし、本明川基準地点裏山において、整備計画流量 1,070m3/s、河道配分流量 780m3/s

とする。 

本明川ダムの補給によって 10 年に 1 度の確率で発生すると想定される規模の渇水時において、既

得農業用水の安定取水を可能とするとともに、公園堰下流には動植物の生息又は生育からの必要流量

0.25m3/s を通年にわたり確保する。 

③ ダムの目的及び諸元 
(1) 本明川ダム 

・目的 ― 洪水調節、流水の正常な機能の維持、水道用水の補給 

※ 利水参画者に対して参加継続の意思を確認した結果、水道については参加継

続の意思なしとの回答。 
 

・諸元 ―（当初計画） 

型式：ロックフィルダム 

堤高：約 70.5 m、堤頂長：約 398 m、堤体積：約 1,754,000 m3 

集水面積：約 8.9 km2 

総貯水容量：約 8,600,000m3、有効貯水容量：約 8,200,000m3 

（変更計画（案）） 

型式：台形 CSG ダム 

堤高：約 55.5 m、堤頂長：約 340 m、堤体積：約  531,000 m3 

集水面積：約 8.9 km2 

総貯水容量：約 6,200,000m3、有効貯水容量：約 5,800,000m3 

２． ダム事業等の点検 

① 総事業費及び工期 

総事業費については、平成 15 年度の事業評価で用いた総事業費を対象に、それ以降の新たな調

査検討結果及び設計成果を基に、算定根拠の数量や内容の妥当性を確認するとともに、最新の平成

23 年度単価による確認を実施した結果、当初計画時の総事業費 780 億円に対し、総事業費は約 500

億円であり、今回の検証に用いる残事業費は、約 427.7 億円である。 

工期については、平成 15 年度の事業評価で用いた工期を対象に点検を行った結果、用地調査着手か

ら試験湛水が完了するまでの期間が当初計画時 12 年に対し、11 年の期間を要する。 

なお、点検における事業費や工期については、ダム型式の変更及び新規利水の目的がなくなったこ 

参考資料３－１ 
とによるダム規模の縮小を考慮した。 

② 堆砂計画 

近傍類似ダムの流域特性及び実績堆砂量から、当初計画の妥当性を検証した結果、計画比堆砂量

400m3/km2/年（計画堆砂量 400,000m3）と同程度であるため、本明川ダムの当初計画は妥当であると判

断した。 

③ 計画の前提となっているデータ等 

雨量データ及び流量データを点検し、今回の検証に係る検討は、点検の結果、必要な修正を反映し

たデータを用いた。 

３． 複数の対策案の立案及び抽出 

① 洪水調節に係る対策案の比較 

裏山地点における目標流量 1,070m3/s 等を目標として、本明川ダムを含まない 16 案から 5 案を抽

出し、本明川ダムを含む案と併せた 6 案について評価軸ごとの評価を実施。 

② 流水の正常な機能の維持に係る対策案の比較 

公園堰（直下流）地点において、1/10 規模の渇水時に本明川ダムから概ね 0.25m3/ｓを通年にわたり

確保することを目標として、本明川ダムを含まない 17 案から 3 案を抽出し、本明川ダムを含む案と併せ

た 4 案について評価軸ごとの評価を実施。 

４． 目的別の評価 

① 洪水調節 

1) 一定の「安全度」（河川整備計画において想定している目標〔裏山地点 1,070m3/s〕）を確保すること

を基本とすれば、「コスト」について最も有利な案は「本明川ダム案」である。 

2） 「時間的な観点から見た実現性」について、10 年後に完全に効果を発現していると想定される案は

ないが、15 年後に最も効果を発現していると想定される案は「本明川ダム案」である。 

3)  「持続性」、「柔軟性」、「地域社会への影響」、「環境への影響」の評価軸については、1 )、2)の評

価を覆すほどの要素はないと考えられるため、洪水調節において最も有利な案は「本明川ダム案」で

ある。 

② 流水の正常な機能の維持 

1) 一定の「目標」(公園堰（直下流）地点において、0.25m3/s)を確保することを基本とすれば、「コスト」

について最も有利な案は「本明川ダム案」である。 

2） 「時間的な観点から見た実現性」として、10 年後に「目標」を達成することが可能となると想定される

案はないが、15 年後には全ての案において「目標」を達成することが可能となると想定される。 

3) 「持続性」、「地域社会への影響」、「環境への影響」の評価軸については、1）の評価を覆すほどの

要素はないと考えられ、「コスト」を最も重視することとし、流水の正常な機能の維持において最も有利

な案は「本明川ダム案」である。 

５． 総合的な評価 

洪水調節、流水の正常な機能の維持について、目的別の総合評価を行った結果、最も有利な案はいずれ

も「本明川ダム案」となり、全ての目的別の総合評価の結果が一致した。 

よって、検証対象ダムの総合的な評価の結果として、最も有利な案は「本明川ダム案」である。 

６． 対応方針(案) 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、検証に係る検討を行った結果、

本明川ダム建設事業については新規利水を除いて「継続」することが妥当であると考えられる。
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【参考資料】 

１．本明川水系河川整備計画における治水対策に関する基本的な考え方と内容 

（本明川の現状と課題） 

･本明川流域は、三方を海に囲まれ湿った気流が集中し、集中豪雨が発生しやすい地形である。ま

た、上流部は、急峻な地形を呈しているため、上流で降った雨は短時間で諫早市街地に洪水流と

なって到達し、一度氾濫した場合、堤内地を流下して市街地まで達する危険性がある。 

（河川整備計画の目標） 

・戦後最大洪水の昭和 32 年 7 月洪水（諫早大水害）規模相当の流量を流下させることを整備の目

標とする。 

（治水対策に関する基本的な考え方） 

・本川下流部の築堤(堤防嵩上げ)や河道掘削と合わせ、流下能力が低い支川半造川の引堤及び橋

梁の改築を実施する。 

・本明川ダムを建設することにより、全川にわたり河道水位を低下させ、目標流量を安全に流下

させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．本明川整備状況図（左右岸別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．本明川ダム貯水池容量配分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．聴取した主な意見と対応（学識経験者、関係住民、関係地方公共団体の長） 

指摘事項 検討主体の考え方・対応 

〈学識経験者〉 
・本明川ダムは、2 年にわたる議論により河川整備計画に位置付けられたものであ

り、河川整備計画で示された施策を早急に進めるべき。 
・目標とする流量を安全に流下することができない本明川では、減災の要となる防災

施設の早期整備が重要。 
・ダム予定地には貴重な動植物が存在するが、これまでの保護保全対策等から本明川

ダム案が最良である。 
・里山保護の観点からダムには反対である。コストが高くても大村湾への放水路案を支

持する。対策案の評価はコストだけで評価を行うべきではない。 

 
・今回の本明川ダム建設事業の検証は、検証要領細目に基づき、予断を持たずに検討を行って

います。 
・検証要領細目では、治水対策案について、7 つの評価軸ごとに評価を行った上で、コストを

最も重視し、最終的には全ての評価軸により総合的に評価するとされており、これに基づき
評価を行っています。 

〈関係住民〉 
・本明川は、昭和 32 年諫早大水害で再整備が行われ、市街地と一体となった川づくりが

行われていることから、現在の川はさわるべきではなく、他の対策案と比較しても本
明川ダム案が最適である。 

・ダム計画で水没される方々の気持ちを考慮し、ダムの早期完成を望む。なお建設に当
たっては水没地区に対する生活再建と水源地対策を十分考慮してほしい。 

・環境を破壊するダムをコストで判断して造るべきではない。 

 
・今回の本明川ダム建設事業の検証は、検証要領細目に基づき、予断を持たずに検討を行って

います。出来るだけ速やかに対応方針（案）を取りまとめたいと考えています。 
・生活再建と水源地域対策については検証の結論に基づき適切に対応することとしています。
・検証要領細目では、治水対策案について、7 つの評価軸ごとに評価を行った上で、コストを

最も重視し、最終的には全ての評価軸により総合的に評価するとされており、これに基づき
評価を行っています。 

〈関係地方公共団体の長〉 
・本明川ダム建設事業については、「継続」することが極めて妥当な判断であり、すみ

やかに対応方針を決定し、建設促進を図っていただきたい。 

 
- 
 

当初計画時 

        （平成 24 年 3 月時点） 

変更計画（案） 

本明川水系河川整備計画おける治水対策 

半造川の引堤や河道掘削に伴い、橋梁を改築。

河道断面が狭い箇所は引堤により河道を拡幅。河川水位を下げるために河道を掘削。
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本明川ダムの建設 

本明川上流に本明川ダムを建設するこ

とにより、洪水調節容量を確保。 

橋 梁 の 改 築 

河 道 掘 削 

凡 例

：整備計画 河道改修（築堤）

：整備計画 河道改修（引堤）

：整備計画 河道改修（河道掘削）

：整備計画 橋梁の改築等

：整備計画 本明川ダム建設（予定地）

：国管理区間

ＨＷＬ

河道の掘削
：河川整備計画の河道改修：河川整備計画の河道改修

2 

1,730m3/s

1,500m3/s

1,190m3/s
1,110m3/s 1,070m3/s

930m3/s

630m3/s

780m3/s830m3/s
910m3/s

1,240m3/s
1,480m3/s

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

諫早市

● 不知火

1,730m3/s

1,500m3/s

1,190m3/s
1,110m3/s 1,070m3/s

930m3/s

630m3/s

780m3/s830m3/s910m3/s

1,240m3/s

1,480m3/s

3000

2500

2000

1500

1000

500

0

0

0

1

1

2

2

距離標（km）

3

3

4

4

5

5

6

6

■ 裏山

7

7

諫早市

・現況

右

 

岸

左

 

岸

(m3/s)

(m3/s)

（　　　　　） 　・基準地点（■）、主要地点（●） ・河川整備計画目標流量（　　　　　）　　・河川整備計画河道配分流量（　　　　　） 


